
事業群評価調書（令和２年度実施）

4

(３)

①

②

基準年 H28 H29 H30 R元 R2

目標値① 22法人 22法人 22法人 22法人 22法人

実績値②
24法人
（H26)

32法人 21法人 11法人 19法人

達成率
②／①

145% 95% 50% 86%

基準年 H28 H29 H30 R元 R2

目標値① 5件 9件 12件 16件 21件

実績値② ― 6件 11件 14件 17件

達成率
②／①

120% 122% 116% 106%

H30実績 H30目標 H30実績

R元実績 R元目標 R元実績

R2計画 R2目標

2 2 100%

2 0 0%

2

95 96 101%

95 96 101%

95

根拠法令 県民ボランティア活動の促進に関する条例

県民生活環境課

●事業の成果
・管理運営説明会は中止したが相談対
応等の機会を捉え、NPO法人に対し必
要な各種手続をきめ細かに指導する
等、NPO法の理解促進に努めた結果、
事業報告書の提出率が目標を上回っ
た。
●事業群の目標（指標達成）への寄与
・適切で迅速な助言・指導などＮＰＯ法
に基づく法人の円滑な管理運営に向け
た支援をはじめ、法人活動の透明性の
確保や信頼性の向上、法人の円滑な設
立等に寄与した。

○3,154 3,154 11,136

成果
指標

事業報告書等提出率
（％）

4,431 4,431 11,165

3,939 14,350

ＮＰＯ法人・
ボランティ
ア団体

　ＮＰＯ法人の設立認証・認定等の手続き支援を
はじめ、「ＮＰＯ法人の手引き」の作成・配付を行
い、法人の設立や円滑な運営等の支援を行った。
※毎年度、法人の決算期前に行う管理運営説明
会は新型コロナウイルス感染防止のため中止とし
た。

活動
指標

管理運営説明会の開
催回数（回）

所管課(室)名

1
取組
項目
ⅰ

特定非営利活動促進
法施行等事務

H12-

3,939

令和元年度事業の成果等

中
核
事
業

うち
一般財源

人件費
(参考)

事業対象
令和元年度事業の実施状況

（令和２年度新規・補正事業は事業内容）
主な指標

達成率

２．令和元年度取組実績（令和２年度新規・補正は参考記載）

事業
番号

取組
項目

事務事業名 事業
期間

事業費　(単位:千円） 事　　業　　概　　要 指標（上段：活動指標、下段：成果指標）

進捗状況

順調

事
業
群

施 策 名 多様な主体が支えあう地域づくりの推進 課 （ 室 ） 長 名 事業群①：本多 敏博、事業群②：浦 亮治

事 業 群 名
多様な主体が地域課題の解決を担う社会づくり 事業群関係課(室) 生活衛生課

地域を支える拠点づくり

基 本 戦 略 名 生きがいを持って活躍できる社会をつくる 事業群主管所属
事業群①：県民生活環境部県民生活環境課
事業群②：地域振興部地域づくり推進課

進捗状況

やや遅れ

　　　　　　　　　　指　標 最終目標（年度）

②新たに集落維持･活性化に取り組んだ数（累計）

21件
（R2）

１．計画等概要

（長崎県総合計画チャレンジ2020　本文） （取組項目）

①県民や行政、ＮＰＯ法人・ボランティア団体、企業などの多様な主体による協働を推進するとともに、県
民ボランティア活動支援センターを中核拠点とし、関係団体とも連携しながら、ＮＰＯ・ボランティア活動を
促進する各種支援を行い、ともに支えあう地域づくりを推進します。
②地域（集落）の維持が難しい状況にあるなか、住民がそのまま住み続けられるように、「集落生活圏」
の維持･活性化の取組を支援し、市町が進める「小さな拠点」づくりを後押しします。

ⅰ）ＮＰＯ・ボランティア活動に関する情報発信、人材育成、相談機能等の充実（事業群①）
ⅱ）多様な主体による連携、協働に向けた情報・意見交換の場の充実や活動基盤の強化（事業群①）
ⅲ）地域の主体的な取組や地域貢献に取り組む市町等への支援を実施（事業群②）
ⅳ）地域を引っ張る人材を育成するため集落再生塾の開講（事業群②）

　　　　　　　　　　指　標 最終目標（年度） （進捗状況の分析）

①ＮＰＯ法人の新規設立数

22法人以上
（R2）

①人口減少や高齢化社会の急速な進展によって、ＮＰＯ法人等の活
動の担い手確保が難しくなってきており、ＮＰＯ法人の新規設立の相
談件数や設立数も近年減少傾向に推移している。そのような中、令和
元年度は県民ボランティア活動支援センターにおいて定期的な設立
相談を行い相談対応数が増加したほか、県内２地区での設立相談会
や随時の相談への丁寧な対応などの取組により、目標値には達しな
かったものの、設立数は前年実績に比べ大きく持ち直した。
②集落維持・活性化対策として、小さな楽園プロジェクトや集落維持
対策推進事業に取り組み、市町における地域運営組織を核とした住
民主体の集落対策を支援した。これまで、小さな楽園プロジェクトによ
り、モデル地域となる5市町の支援に取り組んだほか、これを先行事
例としながら、アドバイザー派遣や研修会など集落対策推進に向けた
市町への支援や働きかけを行ってきた結果、目標16件に対して17件
の実績となり、目標を達成した。



7 7 100%

7

60 28 46%

60

3 3 100%

3 4 133%

80 88 110%

80 92 115%

300 378 126%

300 404 134%

300

3,000 3,744 124%

3,000 3,515 117%

3,000

200 200 100%

200 200 100%

2,914 2,227 123%

2,185 2,097 104%

10 18 180%

10

4 5 125%

8

15 20 133%

15 38 253%

5 5 100%

5 17 340%

20

136県民生活環境課

県とNPOなど多様な
主体との協働実施件
数（件）1,894 1,894 8,772 根拠法令 県民ボランティア活動の促進に関する条例

ＮＰＯ法人・
ボランティ
ア団体、市
町、企業

　新たな協働事業の掘り起こしや協働の実現に向
けた協働サポート体制の強化に取り組むととも
に、行政職員の協働意識のさらなる向上を目的と
した研修会等を実施する。

活動
指標

協働サポートデスク
における相談対応及
び提案件数（件）

― ○8

NPOとの協働マッチン
グ推進事業費

(R2
新規)
R2-4

根拠法令 県民ボランティア活動の促進に関する条例
県民生活環境課

●事業の成果
・協働に関する相談や事業企画につい
て庁内へ積極的に働きかけ、ＮＰＯと行
政・企業等との情報・意見交換会等を実
施し協働事業化を支援した。
●事業群の目標（指標達成）への寄与
・インターネットはじめ様々な機会を捉
え、本事業の周知に努め相談等に対応
したことで協働に向けた取組を促進し
た。

○200 200 3,977

成果
指標

今後の連携・協働に
向けて情報・意見交
換まで進展した事案
件数（件）

507 4,783 ＮＰＯ法人・
ボランティ
ア団体、市
町、企業

　ＮＰＯと行政や企業等との連携・協働を推進する
ため、協働に関する事業企画提案の受付や相
談・助言、情報・意見交換会の開催、事業化に向
けた専門家によるコーディネート等を行う窓口を
設置・運営した。

活動
指標 相談等受理件数（件）

県民生活環境課

7

協働サポートデスク事
業

(R元
終了)

H29-R元

507

971 581 6,363

成果
指標

地域運営組織等と連
携した活動を行う団
体数（累計）2,533 1,555 6,779 根拠法令 県民ボランティア活動の促進に関する条例

ＮＰＯ法人・
ボランティ
ア団体

　地域住民主体によるコミュニティの維持・活性化
を促進するため、地域の課題解決の担い手となり
得るＮＰＯを育成し、地域運営組織等とのマッチン
グに向けた支援を実施した。

活動
指標

ワークショップ等の開
催回数（回）

取組
項目
ⅱ

成果
指標

●事業の成果
・島原市安中地区など県内５地区にお
いて住民、NPO、市町、県等による意見
交換、勉強会等を開催する中で適宜中
間支援組織（NPOを支援するNPO）も交
えたコーディネート等の支援を行った結
果、うち２地区において、高齢者や障害
者等の買物･移動支援の取組体制が
整った。

根拠法令 動物の愛護及び管理に関する法律
生活衛生課

6

地域課題解決の担い
手となるＮＰＯ育成事
業費 R元-3

●事業の成果
・地域の理解と協力のもと動物愛護対
策を推進することで、犬猫の保健所引
取り頭数の削減並びに譲渡頭数の増加
による殺処分数の減少につながり、ま
た地域の生活環境被害の軽減にも寄与
した。

2,889 2,889 2,387

成果
指標 犬猫の殺処分数（頭）

3,186 2,392 動物愛護
推進員、ボ
ランティア、
県民

　犬猫の殺処分数の半減を目指し、ボランティア
団体と協力した地域猫活動により所有者のいない
子猫の収容数削減と、収容された犬猫の譲渡活
動の推進に取り組んだ。

活動
指標

不妊去勢支援頭数
（頭）

県民生活環境課

5

不幸な犬や猫を減らす
協働プロジェクト

(R元
終了)

H29-R元

3,186

取組
項目
ⅰ

7,000 3,500 795

成果
指標

サマーボランティア
キャンペーン参加者
数（人）7,000 3,500 798 根拠法令 県民ボランティア活動の促進に関する条例

(社福)長崎
県社会福
祉協議会

　ボランティア活動への参加促進やボランティアの
担い手づくりを推進するため、県社会福祉協議会
が行う生活支援ボランティアグループ応援事業や
ボランティア体験事業等に対して支援を行った。

活動
指標

サマーボランティア
キャンペーン受入施
設・団体数（施設・団
体）

　新たな活動や取組の拡大に意欲のあるＮＰＯ法
人を対象に、実践的な経験や知見を持つ中間支
援組織（ＮＰＯを支援するＮＰＯ）による組織診断
や取組における課題解決に向けた改善計画策定
等の支援を行った。

●事業の成果
・サマーボランティアキャンペーンでは
目標を超える受入施設（団体）数や参加
者数が得られたほか、生活支援ボラン
ティアグループ団体の新規立ち上げな
ど、ＮＰＯ・ボランティア活動への県民の
参加促進及び担い手の育成に寄与し
た。

根拠法令 県民ボランティア活動の促進に関する条例
県民生活環境課

4

ボランティア振興事業
費 H3-

10,824 5,412 797

●事業の成果
・ＮＰＯ法人４団体に対して、中間支援
組織による組織診断、組織診断の結果
を踏まえた組織課題の抽出及び改善計
画の策定、改善計画に沿った目標達成
のための助言・指導などの支援を行
い、組織課題の解決に寄与した。

981 981 2,386

成果
指標

設定したＮＰＯ法人の
組織課題の解決割合
（％）

1,281 3,189
ＮＰＯ法人・
ボランティ
ア団体

活動
指標

派遣ＮＰＯ法人数（団
体）

県民生活環境課

3

中間支援組織によるＮ
ＰＯ組織力強化事業費

(R元
終了)

H29-R元

1,281

631 631 1,591

成果
指標

クラウドファンディン
グにより資金調達で
きた団体の割合（％）1,111 1,111 1,595 根拠法令 県民ボランティア活動の促進に関する条例

ＮＰＯ法人・
ボランティ
ア団体

　ＮＰＯにクラウドファンディングの手法を学ぶ機
会を提供し、実践に向けたサポートを行ったこと
で、ＮＰＯが自らの活動を見直すとともに、資金調
達力と広報力の強化など自立・自走できるＮＰＯ
の育成につながった。

活動
指標

クラウドファンディン
グ支援実施ＮＰＯ数
（団体）

●事業の成果
・５地区で開催したセミナー参加者の資
金調達への理解が深まり、支援した７
団体は自らの活動の活性化を考える契
機となった。返礼品調整の難航等でクラ
ウドファンディング掲載は２団体に留
まったが１団体は目標額を大幅に上回
り、NPOの資金面での課題解決に向け
て大きな成果があった。

2

クラウドファンディング
チャレンジ R元-3



1 1 100%

1 1 100%

70 72 102%

70 83 118%

776

1,540

15 16 106%

15

65 88 135%

R2：持続可能な地域
づくりに取り組む地域
数（団体）

130

ⅰ

ⅱ 多様な主体による連携、協働に向けた情報・意見交換の場の充実や活動基盤の強化

●実績の検証及び解決すべき課題 ●課題解決に向けた方向性

　人口減少問題に伴う集落維持･活性化の取組を通じたＮＰＯの地域運営組織とのマッチングに向けた育成や、協働サ
ポートデスクによる情報･意見交換会等における専門家によるコーディネートなど、協働の実現に向けた取組が推進でき、
また、多様な主体が集うフォーラム開催によりＮＰＯ同士や行政等との交流･連携が促された。複雑･多様化する地域課題
解決に向け今後も多様な主体による連携･協働をさらに進めるためには、集落維持･活性化に取り組む地域住民とＮＰＯと
の連携に対する意識の共有、ＮＰＯの組織力の強化が必要である。また、平成29年度に実施した庁内アンケートで県職
員の協働意識の低さが明らかになっており、これらの課題の解決に向け更なる取組が必要である。

　引き続き、協働を担うＮＰＯの掘り起こしやＮＰＯを支援する中間支援組織等によるＮＰＯの育
成及び、協働サポートデスクの庁内外への周知拡大と協働実現に向けた支援の一層の強化を
図っていく。併せて、行政職員の協働にかかる意識醸成に向けた取組の強化を進めていく。

３．実績の検証及び解決すべき課題と解決に向けた方向性
ＮＰＯ・ボランティア活動に関する情報発信、人材育成、相談機能等の充実

●実績の検証及び解決すべき課題 ●課題解決に向けた方向性

　ＮＰＯ法に基づくＮＰＯ法人の管理運営に関する指導･支援や、組織課題を抱えるＮＰＯ法人への専門コーディネーター
（中間支援組織）の派遣による課題解決への支援、クラウドファンディングにチャレンジするＮＰＯへの伴走型支援等の取
組により、自立･自走できるＮＰＯの育成に向けた支援が行なえた。また、県民ボランティア活動支援センターにおける相
談対応や講座開催など人材育成の取組や現場訪問の実施によるＮＰＯの課題解決を図った。平成28年度に県が実施し
た「ＮＰＯ法人実態調査」で明らかになった組織や資金、情報発信などの多くの法人が抱える問題や課題を解決していく必
要がある。
　クラウドファンディングチャレンジでは、実際に資金調達を行った団体の割合は低かったものの、支援終了以降に自主的
に資金調達を実行した団体も見られたことから、一歩踏み込んだ支援を行うことにより、さらなる効果が期待できる。
　「不幸な犬や猫を減らす協働プロジェクト」では地域猫活動や譲渡活動により、活動指標・成果指標ともに目標達成した
が、引取り数・殺処分数ともに全国でも未だ多い状況にあり、より一層の削減に向け野良猫を減らす取組を県下に広げる
とともに、県民に対し動物愛護について、さらに普及啓発を進める必要がある。

　引き続き、それぞれのＮＰＯが抱える、組織面や資金面など管理運営に係る課題の解決に向
け、説明会等による情報提供や相談対応などの支援を行っていくとともに、ＮＰＯ法人に対する
設立から運営、事業活動に至るまでの一貫した指導･支援体制構築のため、県と県民ボラン
ティア活動支援センターとの連携をさらに強化する。
　また、クラウドファンディング実践団体の増加につながるよう一層の伴走支援に努める。
　さらに、県内のＮＰＯ・ボランティア情報のポータルサイト「ながさきボラんぽネット」の利用や、
県民ボランティア活動支援センターによるメールマガジン配信数の増加等に努めるなど、情報
発信の強化を図るとともに、野良猫不妊化の取組を全県的に実施するため、市町等と連携・協
働を行う。

―

成果
指標 犬猫の殺処分数（頭）

4,264 4,264 2,393

県民、市
町、動物愛
護推進員、
ボランティ
ア

　野良猫の不妊化の推進、市町の生活環境被害
対策との連携、適正飼養の啓発などを、ボラン
ティアを含む多様な主体との連携・協働により実
施し、行政に引き取られる動物を減らし、殺処分さ
れる犬猫の数が減少することを目指す。

活動
指標

不妊去勢支援頭数
（県及び市町の支援
合算）（頭）

根拠法令 動物の愛護及び管理に関する法律

10

多様な主体との連携・
協働による動物愛護
推進事業

(R2
新規)
R2-4

生活衛生課

取組
項目
ⅱ

767 767 4,772

根拠法令 ―

地域づくり推進課

●事業の成果
・集落対策推進に向けた市町へのきめ
細かな支援や個別の働きかけ等によ
り、市町・地域住民等の機運醸成が進
み、集落対策に取り組む地域（団体）数
が着実に増えてきている。
●事業群の目標（指標達成）への寄与
・集落対策推進に向けた市町へのきめ
細かな支援・働きかけ等を通じて、新た
に集落維持・活性化に取り組む件数（市
町数）の増加につながった。

○
12,599 6,431 9,544

成果
指標

17,120 8,560 9,570

市町、地域
協議会等、
ＮＰＯ法
人、民間事
業者

　市町における地域運営組織を核とした住民主体
による集落対策を推進するため、市町のニーズに
対応したアドバイザー派遣や研修会開催、集落維
持対策推進事業補助金等を通じて、市町への支
援や働きかけを実施した。

活動
指標

人材研修（集落再生
塾等）（回）

県民生活環境課

11

取組
項目
ⅲ
Ⅳ

集落維持対策推進費

R元-3 R元：地域運営組織
の形成数（累計・団
体）

成果
指標

みんなのフォーラム
（H30 つながるフェス
タ）参加者の満足度
（％）

根拠法令 県民ボランティア活動の促進に関する条例

ＮＰＯ法人・
ボランティ
ア団体、市
町、企業

　多様な主体間の交流や連携・協働の推進を図る
ため「みんなのフォーラム」を開催するとともに、協
働サポートデスク等の活用や県職員の協働意識
の向上を目的とした研修を開催し、多様な主体に
よる協働創出をサポートした。

活動
指標

みんなのフォーラム
（H30 つながるフェス
タ）開催回数（回）

●事業の成果
・みんなのフォーラムにより、ＮＰＯと行
政など参加者同士の交流・連携が生ま
れた。また、部局別の研修会では、協働
の実践者による事例発表により、県職
員の協働に対する理解と意識向上が図
られた。

9

多様な主体による協働
推進事業費

(R元
終了)

H29-R元

1,702 1,702 7,972



ⅲ

ⅳ

事業構築の視点

2

クラウドファンディング
チャレンジ

　多くのＮＰＯへクラウドファンディングへの認知が広がるよう、
セミナーの開催地を十分検討し、返礼品の伴わない手法につ
いての説明も丁寧に行うなど、より幅広い説明内容とする。支
援対象ＮＰＯにはより一層寄り添った支援を行うことで、団体
の活動がブラッシュアップされ、より多くの団体がクラウドファ
ンディングを実践できるよう取り組んでいく。

②
　ＮＰＯのクラウドファンディングに関する知識を深め、本事業による事例等から資金調達やＮＰＯの
活動拡大に係る有効性を検証するとともに、ＮＰＯに対する周知の拡大を図ることで、より多くのＮＰＯ
の資金力及び組織力の強化につなげていく。

取組
項目
ⅰ

取組
項目
ⅱ

6

地域課題解決の担い
手となるＮＰＯ育成事
業費

　昨年度取り組んだ５団体について一層の体制強化に向けた
支援を行い活動の幅を拡げていくとともに、市町など庁内外か
らの情報や意見等から新たな支援団体を掘り起こし、地域課
題に応じた育成支援を行う。また、本事業により住民と連携し
て活動したＮＰＯを紹介するシンポジウムを開催し他地域での
横展開を図っていく。

②
　地域住民主体によるコミュニティの維持・活性化を促進するため、地域課題解決の担い手となり得
るＮＰＯの掘り起こしや育成及び、地域運営組織との連携・マッチングを進めるとともに、他地域への
波及を目指していく。

改善

県民生活環境課

見直し区分

1

特定非営利活動促進
法施行等事務

　ＮＰＯ法人に対する、設立から運営、事業活動に至るまでの
一貫した指導･支援体制を整え、効率的・効果的に進めるた
め、設立認証や変更承認等の業務について県民ボランティア
センターとの連携を強化する。

②
　県と県民ボランティア活動支援センターとの役割分担の明確化を進め、ＮＰＯ法人に関する申請等
の相談について相談者の利便性を向上するとともに、より多くの相談機会を提供し、ＮＰＯ法人の新
規設立と適正な管理運営の促進を図る。

改善

県民生活環境課

改善

県民生活環境課

4

ボランティア振興事業
費

　ボランティア体験支援事業について、従来のマスコミ媒体活
用や学校訪問等による周知に加え、ＷＥＢによる申込みも可
能とし、より多くの参加につなげる。また、本事業の参加者及
びボランティア未経験者向けのフォローアップ講座等を実施
し、ボランティア人材の育成を図る。

②

　ボランティア体験支援事業参加者のアンケート結果や第三者評価委員会の意見等を参考に、より
幅広い年齢層の参加者増加にもつながるよう常に事業内容、周知方法等の見直しを図るとともに、
参加者へのフォローを行うことで人材育成にもつなげていく。併せて各種事業や情報発信に係るイン
ターネット活用を拡充し、県民のボランティア活動の促進を図っていく。

改善

県民生活環境課

●実績の検証及び解決すべき課題 ●課題解決に向けた方向性

　「住民主体による移動サービスのあり方研修会」の開催や、市町の取組ニーズに対応したアドバイザー派遣等を行った
結果、例えば、住民主体の集落対策の取組として、移動サービス開始に向けた具体的検討につながった地域もある。
今後、地域の担い手となる人材を育成し、住民主体の集落対策をさらに進めるためには、市町への効果的なアプローチ、
市町職員等のさらなる意識醸成に取り組む必要がある。

　住民主体の集落対策は、市町によって取組意識が異なる面がある中、10年後、20年後を見
据えて、危機感をもって着実に取組を進めてもらう必要があるため、市町職員等のスキルアッ
プやさらなる機運醸成に向け、県内先進事例の活用等により、市町の取組段階に応じた体系
的で効果的なカリキュラムによる研修会の実施に取り組んでいく。

４．令和２年度見直し内容及び令和３年度実施に向けた方向性

事業
番号

取組
項目

事務事業名 令和２年度事業の実施にあたり見直した内容 令和３年度事業の実施に向けた方向性

所管課(室)名 （令和２年度の新たな取組は「R２新規」等と記載、見直しがない場合は「－」と記載） 見直しの方向

地域を引っ張る人材を育成するため集落再生塾の開講

　集落対策推進に向けた市町への個別の働きかけや集落維持対策推進事業補助金を通じた支援等により、既に地域運
営組織を設置した市町においては地域活動の拡大に、また、集落対策の機運が高まった市町においては、地域運営組織
の立ち上げやモデル地区の選定などの新たな動きに結び付いている。
　人口減少が進む中、県内市町のさらなる集落対策に対する取組推進のほか、持続可能な地域づくりの実現のために
は、地域住民主体による自立性・継続性の高い活動に向けた仕組みづくりや、高齢化に伴い不足する地域活動の担い手
の育成・確保が課題となっている。

　市町のさらなる取組促進に向けて、県内の先行事例の情報提供等を通じた横展開に力を入
れるとともに、今後多くの地域で取組が求められる移動サービスや買物支援等も切り口として、
市町や地域住民等のさらなる機運醸成に努めていく。
　また、自立性・継続性の高い活動の促進に向けて、地域で収益を確保していく視点も併せ持
ち農林部等との部局横断的な支援も行いながら、特産品の商品化に向けたアドバイザー派遣
など自主財源確保につながる支援を進めるとともに、地域おこし協力隊や移住者、関係人口な
ど外部人材等も含めて、地域の担い手確保に取り組んでいく。

●実績の検証及び解決すべき課題 ●課題解決に向けた方向性

地域の主体的な取組や地域貢献に取り組む市町等への支援を実施



改善

県民生活環境課

注：「２．令和元年度取組実績」に記載している事業のうち、令和元年度終了事業、100%国庫事業などで県
の裁量の余地がない事業、公共事業評価対象事業、研究事業評価対象事業、指定管理者制度導入施設
評価対象事業については、記載対象外としています。

【事業構築の視点】

①　視点①　事業群としての成果目標に対し、特に効果が高い事業の見極め、 事業の選択と集中ができているか。
②　視点②　指標の進捗状況に応じて、その要因分析及びさらに高い効果を出すための工夫、目標に近づけるための
　　工夫を検討・実施できているか。
③　視点③　人員・予算を最大限効果的に活用するための事務・事業の廃止・見直しができているか。
④　視点④　政策間連携により事業効果が高められないか。事業群としてリーダーの明確化、関係課の役割分担・
　　協力関係の整理ができているか。
⑤　視点⑤　県と市町の役割分担・協力関係の整理・認識共有ができているか。
⑥　視点⑥　県と民間の役割分担・協力関係の整理・認識共有ができているか。
⑦　視点⑦　戦略的に関係者の行動を引き出せているか。
⑧　視点⑧　国制度等の最大限の活用が図られているか。国へ政策提案（制度改正要望）する必要はないか。
⑨　視点⑨　経済情勢等、環境の変化に対応した効果的・適切な見直しとなっているか。
⑩　その他の視点

10

多様な主体との連携・
協働による動物愛護
推進事業 　Ｒ２新規 ②

　引取り及び殺処分の多くを占める野良猫の子猫の引取りを減らす取組として、地域猫活動の不妊
手術費支援とともに、活動が県下全域に広がるよう、市町に対しても働きかけを行う。併せて、獣医師
のボランティアによる動物管理所での不妊手術、複数のボランティアとの合同譲渡会の実施など、多
様な主体と協働した動物の愛護及び管理に取り組む。
　また、今後の動物愛護の拠点施設としての動物管理所について、機能向上や体制強化に向けた検
討を行う。

改善

生活衛生課

改善

地域づくり推進課

取組
項目
ⅲ
Ⅳ

11
集落維持対策推進費

　集落対策に取り組む主体である市町等の機運醸成やスキル
アップに向け、新たに、専門家とも連携しながら、各市町の集
落対策の取組段階に応じた体系的・効果的な研修会等を実施
する。
　また、今後多くの地域で必要となる移動サービスや買い物支
援等の課題解決に向けて、民間事業者やＮＰＯ等と連携して
取り組む市町事業への支援を行う。

④⑤⑥⑨

　県内市町の集落対策に向けた取組、先行事例が増えてくる中、新型コロナウイルス感染症拡大を
機に、買い物・子育て・見守りなど、「共助」や「コミュニティ」の重要性を地域が再認識するきっかけと
捉え、県内市町における集落対策のさらなる推進につなげるため、県内事例の情報共有など市町間
ネットワークの強化や、地域活動を担う人材の確保・育成に向けて、外部人材の活躍の場の創出も
含めた地域の人材育成面の強化を図る。

取組
項目
ⅱ

8

NPOとの協働マッチン
グ推進事業費 　Ｒ２新規 ②

　多様化する県民ニーズに対応するため、協働サポートデスクを中心に協働実現に向けた協働サ
ポート体制の強化を図り、協働サポートデスクの庁内外への周知拡大を進める。併せて、行政職員
の協働にかかる意識醸成に向けた取組の強化を進めていく。


